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特 集 Ⅰ

家族・労働政策と結婚・出生行動の研究（その２）

有配偶女性の就業異動と出生力

別 府 志 海

Ⅰ．はじめに

日本の合計特殊出生率は，1970年代半ばからほぼ持続的に低下している．こうした出生

率低下の要因として，平成16年版『少子化社会白書』は女性の就業の変化ならびに仕事と

子育てを両立できる環境整備の遅れを指摘している（内閣府 2004）．

ところで，厚生労働省の『人口動態統計』によると，出生数に占める嫡出出生の割合は

1970年代半ばから2009年までの各年とも97％以上である．このことは，出生した女性のほ

とんどは有配偶であることを示している．そこで有配偶女性における就業と出生の関係を

扱った先行研究をみると，出生前の就業形態が非正規就業であった有配偶女性の出生率は，

正規就業であった場合と比べて低いこと等が明らかになっている（永瀬・守泉 2008，守

泉 2005，別府 2010）．

しかしながら，出生率は出生前の就業形態のみならず，出生前から出生後にかけて就業

を継続するか否かによっても異なるだろう．その一方で，就業の継続は出生するかどうか

によって異なると考えられる（岩澤 2004，鈴木 2001，丸山 2001）．

そこで本稿は，特に1980年代後半以降における出生前後の就業形態の変化１）（以下，就

―1―

本稿では，出生の有無および就業形態による就業の継続率，ならびに就業異動のパターンによる

出生率について，有配偶女性を対象に人口学的な分析を行った．その結果，正規就業では出生率お

よび出生前後の継続率がともに上昇していたが，非正規就業では就業を継続した場合の出生率なら

びに出生前後の継続率は現在まで低水準に留まっていた．さらに出生順位別による分析から，特に

第一子の出生に関する継続率ならびに出生確率は，相対的にも絶対的にも低い水準であることが示

された．これらのことから，正規就業の場合は就業と出産の両立支援がある程度進んでいるものの，

非正規就業の場合は就業と出産の両立支援があまり進んでいないと思われる．有配偶女性に占める

非正規就業を継続する人の割合が今後も上昇していくとすると，現在のように非正規就業を継続し

た場合における第一子の出生確率が低水準に留まれば，有配偶女性の出生率がさらに低下する可能

性もある．

1）本稿では，就業形態を正規就業，非正規就業，その他の就業，無業の4区分とし，就業形態の変化を就業異

動とする．就業異動のパターンは，異動前後の就業形態が同一のものを継続，就業状態から無業状態への異動

を離職，就業状態から他の就業状態への異動および無業から就業状態への異動をその他とする．



業異動という）に着目する．その上で，出生の有無および就業形態による就業異動，なら

びに就業異動のパターンによる出生力のそれぞれについて人口学的な分析を行い，定量的

に明らかにすることとしたい．

Ⅱ．研究目的と分析方法

1． 先行研究および研究目的

女性の就業と出生力を扱った研究は，これまでに数多く行われている．その中から本稿

が扱う出生前後における就業異動，ならびに出生前の就業形態による出生力を対象とした

先行研究をみたい．はじめに出生前後の就業異動に関する先行研究からは，出生にともな

う退職の確率は正規就業の女性よりも非正規就業の女性の方が高い（鈴木 2001）ほか，

第一子の出生にともなう退職は減少していること（岩澤 2004，永瀬 1999，守泉 2005，

守泉 2009），第一子を出生する際に就業を継続している女性はその後も就業を継続しやす

いこと（丸山 2001）が明らかになっている．また，出生時に無業だった女性の多くはし

ばらく後に入職しているが，その際の就業形態は非正規就業が多いとの研究結果もある

（岩澤 2004）．さらに，出産前後におけるフルタイム就業者の継続就業率および再就業率

について，Ueda（2007）は有配偶女性の30歳時点を対象にシミュレーションを行ってい

る．その結果，出産前にフルタイム就業の女性は3～4割が出産退職し，育児休業利用者

と合わせると就業継続率は4～6割であると推定しているほか，出産退職者がフルタイム

就業へ就職する確率は1～2割程度であるとしている．

次に有配偶女性の就業形態と出生確率を扱った先行研究からは，結婚直前もしくは学卒

後に正規就業の女性は非正規就業の場合よりも出生確率は高いものの（永瀬・守泉 2008），

出生のタイミングは遅いこと（岩澤 2004，酒井・樋口 2005）が示されている．また出生

順位別の出生タイミングについて分析した小島（2009）は，女性のフルタイム就業は第一

子出生年齢，第二子出生年齢を上昇させる効果がある一方，週当たりの労働時間が20時間

以下の場合には逆にこれらの年齢を低下させる効果があることを示している．出生前の就

業形態と出生率について分析した別府（2010）は，出生前の就業形態が正規就業である場

合の出生率は同じく非正規就業の場合と比べて高いとの結果を得ている．学卒後から結婚

前にかけての就業形態の変化と予定子ども数を扱った守泉（2005）は，一貫して非正規就

業である場合には予定子ども数が少なくなることを指摘している．既婚女性の就業中断と

既往出生児数を扱った小島（2008）は，結婚・出産退職は既往出生児数を1人にする確率

を高めるものの，その他の理由による退職も既往出生児数を0人および1人にする確率を

高めるとしている．さらに，小島（1995）は本稿と同様に就業継続と出生確率の双方を取

り上げている．そして分析結果から，出産退職については妻の学歴，職業が促進効果を，

母親のパート就業が抑制効果を示すとともに，特に第1子の出生確率については見合い婚，

親との同居，婚前職業が現業労働であると上昇効果を，妻の年齢，学歴，長い出生間隔が

低下効果を示したと述べている．
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このように，女性の就業形態ならびに就業異動と出生力についてはいくつかの先行研究

がある．しかしながら，出生前から出生後にかけてどの程度が就業を継続しているか，ま

た就業形態や就業異動のパターンによって出生力はどう異なるかといった人口学的な，あ

るいはマクロの視点からの分析は，ほとんど行われていない．

そこで本稿は，就業形態別の就業異動率ならびに就業異動のパターンによる出生率のそ

れぞれについて，年齢や出生順位といった変数を用いて人口学的に分析を行うことにより，

近年における有配偶女性の就業と出生力の関係２）について定量的に示すことを目的とする．

2． 分析データならびに分析方法

出生前後における有配偶女性の就業異動について分析するためには，配偶関係および就

業履歴についてのデータが必要となる．この配偶関係および就業履歴を扱っている統計と

して代表的なものに，総務省統計局の『就業構造基本調査』がある．同調査はさらに，同

居している子どもの数および年齢についてのデータがあること，調査は5年毎であるもの

の標本数が比較的大きいことなどといった利点を持っている．そこで本稿では，分析デー

タに総務省統計局の『就業構造基本調査』を使用する３）．

この調査からは被調査者の配偶状態，年齢，同居している子の数および年齢のほか，現

職および前職の従業上の地位ならびに勤め先における呼称（就業形態）などの情報を得る

ことができる．しかしながら，同調査からは出生数や母親の年齢といった出生に関しての

直接的なデータを得ることができない．そのため本稿では，親と別居する0歳児はほとん

どいないと考え，同居している0歳児の数を過去一年間における出生数として，また調査

時点において同居している15歳未満の世帯人員から0歳児の数を除いた世帯人員を調査一

年前の時点までに出生した子どもの数として扱う４）．

さて，有配偶女性における非正規就業の割合は1990年代から大きく上昇しており（守泉

2008，別府 2010），他方で同時期よりいわゆる少子化対策が実施され始めている．そこで

分析を行う年次は，これらの変化が起こる前である1987年と最新のデータが得られる2007

年，およびその中間年の1997年とする．

ところで，前述のように出生数に占める嫡出出生の割合は，1970年半ば以降の各年次と

も97％以上で推移している．さらに厚生労働省『人口動態統計』から有配偶女性の出生年

齢をみると，分析期間である1987年から2007年では20～39歳の出生が全出生の96％以上を
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2）就業に大きく影響する要因の一つとして，多くの先行研究が学歴をあげている．ただし，学歴と就業形態と

の関連は必ずしも明確ではない．また，有配偶女性に限れば就業に対して学歴がそれほど影響していないとの

指摘もある（日本労働研究機構 2000，眞鍋 2004）．そこで本稿では，分析の焦点を出生前後の就業形態およ

び就業異動に絞り，学歴については扱わないこととする．

3）就業構造基本調査については，統計法第33条の規定に基づくデータの提供を受けている（提供通知文書番号：

平成22年8月6日付総統調第247号）．なお，本稿ではマクロの視点から分析するため，同調査における推定値

（人口に換算する為の乗数）を集計し分析に用いている．

4）就業構造基本調査によると，20～39歳の有配偶女性がいる世帯はいずれの年次においても7～8割が核家族

世帯に，1～2割が親との同居世帯である．このことから，同居している0歳児はその有配偶女性が一年間に

出生したものとみなして分析を行っても問題は小さいと考えられる．



占めている．そこで分析対象は20～39歳の有配偶女性とする．なお，単純化のため死亡の

影響は考慮しない．

就業形態の区分は，正規就業，非正規就業，その他の就業，無業の4つとする５）．そし

て，就業構造基本調査から得られる調査時点の就業形態ならびに就業履歴をもとに，調査

一年前の就業形態を推定する６）．また，調査前の一年間における就業形態の変化を就業異

動とする．就業異動のパターンは，異動前後の就業形態が同一のものを継続，就業状態か

ら無業状態への異動を離職，就業状態から他の就業状態への異動および無業から就業状態

への異動をその他としている．

ここで就業異動率ならびに就業異動のパターン別出生率の算出方法について示したい．

一年前の就業形態をi，調査時点の就業形態をj，年齢をx，調査一年前の時点までに出生

した子どもの数をc，過去一年間における出生数をB，一年前の時点における有配偶の女

性人口をFとすると，本稿で用いる各指標は次のように表せる．

過去一年間における就業異動のパターン別割合＝
F

ij
x

Fx

〔1〕

就業異動率＝
F

ij
x

F
i
x

〔2〕

出生順位別の就業異動率＝
F

ij
x

c

F
i
x

c 〔3〕

就業異動のパターン別出生率＝
B

ij
x

F
ij
x

〔4〕

出生順位・就業異動のパターン別出生確率＝
B

ij
x

c

F
ij
x

c 〔5〕

なお，本稿が扱う諸指標はいずれも調査時点までの一年間についての期間指標であり，

コーホートの指標でない点には注意されたい．

Ⅲ．出生前の就業形態からみた出生前後における継続率の動向

1． 就業形態および出生の有無による，継続率の動向

本節では，出生の有無ならびに出生前の就業形態の相違によって，それぞれの就業異動

率の水準がどの程度異なり，また時系列でどう変化しているかを探る．なお，参考表1が

……………………

………………………………………………………………

………………………………………………

…………………………………………

…………………………
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5）本稿では，非正規就業の区分を『就業構造基本調査』と同一にしている．すなわち非正規就業は雇用者のう

ち正規の職員以外であるパート，アルバイト，派遣社員，契約社員，嘱託その他を指す．また，その他の就業

は自営業主，家族従業者，会社役員，内職者を示す．なお，今回の分析は学生も含んで行っている．学生はそ

れ以外と就業のパターンが異なるため，分析対象年齢のうち特に学生の割合が高い20～24歳は，他の年齢と異

なるパターンを示す可能性がある．

6）1997年以前の調査では一年前の雇用形態は調査されていないため，調査時点における従業上の地位と雇用形

態を用いて一年前の従業上の地位を按分することにより推定している．



示すように，就業者の就業形態は正規就業と非正規就業がほとんどを占めるため，本稿で

は就業形態を正規就業と非正規就業に限定する．さらに，就業異動のパターンをみると継

続と離職に集中していることから，継続率と離職率はほぼ対照的に推移することになる．

そこで，就業異動の分析は継続率のみを扱うこととする．

さて，過去一年間に出生した女性について，出生前後の継続率をみると（表1），正規

就業の継続率は20～24歳では0.3～0.4と若干低いものの，25～29歳では0.6前後，30歳代以

上では0.7超と，年齢が高くなるほど継続率も高くなっている７）．時系列でみると，特に

1997年から上昇傾向がみられる．これに対し非正規就業の継続率は，20歳代では0.3以下

であり，30歳代でも0.3～0.4と，全体的に水準が低い．就業形態による継続率を比較する

と，正規就業の継続率に対して非正規就業の継続率は20歳代が40～60％，30歳代が34～55

％と，いずれの年齢もおよそ半分の水準である．

同様に過去一年間に出生しなかった場合の継続率をみると，正規就業と非正規就業のい

ずれも20～24歳では0.5

～0.7，25～29歳は0.7～

0.8，30歳代は0.9前後で

あり，こちらも高年齢ほ

ど継続率の水準が高くなっ

ている．正規就業と非正

規就業を比較すると，正

規就業の継続率が若干高

いものの，就業形態によ

る相違はほとんどみられ

ない．

以上の結果，出生しな

かった場合の継続率は，就業形態による相違がほとんどみられない一方で，出生した場合

は非正規就業の継続率が正規就業と比べて約半分の水準であることが示された．出生した

場合と出生しなかった場合の継続率を比較すると，特に非正規就業において，出生した場

合の継続率は顕著に低かった．

2． 出生前後における継続率の，就業形態および出生順位による動向

本節では先行研究が指摘している，出生順位による継続率の相違について検証する．は

じめに，正規就業について観察したい．第一子を出生する前後における正規就業の継続率

は，全年齢で上昇傾向がみられる（表2）．継続率の水準をみると，20～24歳では0.3～0.4

に留まっているのに対し，25歳以上では0.5～0.7の水準である．一方で第二子を出生する

前後における正規就業の継続率は，20～24歳は低下傾向，25～29歳は1997年にかけて低下
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7）この結果を，1990年代のデータから30歳時点におけるフルタイム就業の継続率を推定しているUeda（2007）

の推定結果と比べると，両者は良く近似している．

表１ 過去一年間における出生経験の有無別，一年前の就業形態に

よる継続率

出生経験
／年齢

正規就業 非正規就業

1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年

過去一年間に出生経験あり

20-24 0.328 0.386 0.445 0.149 0.180 0.222
25-29 0.617 0.562 0.650 0.260 0.235 0.299
30-34 0.753 0.710 0.763 0.325 0.357 0.337
35-39 0.773 0.775 0.842 0.295 0.377 0.400

過去一年間に出生経験なし

20-24 0.539 0.579 0.696 0.464 0.534 0.614
25-29 0.728 0.718 0.760 0.685 0.659 0.773
30-34 0.886 0.846 0.891 0.832 0.813 0.847
35-39 0.914 0.905 0.928 0.891 0.905 0.897

総務省統計局『就業構造基本調査』の再集計による．



しているものの，他の期

間・年齢では若干上昇し

ている．継続率の水準を

みると，特に25歳以上で

は0.8～0.9であり，第一

子を出生する際と比べて

0.1～0.2ほど高い．

次に，非正規就業にお

ける継続率についてみよ

う．第一子を出生する前

後における継続率は，30

歳代では0.3前後の年次もあるが，20歳代では0.2未満の水準に留まっている．他方，第二

子を出生する前後の継続率をみると，いずれの年齢も0.3～0.6の水準にある．

ここで，就業形態別の継続率を出生順位により比較すると，第一子を出生する前後にお

ける非正規就業の継続率は正規就業の22～52％，第二子を出生する前後における非正規就

業の継続率は同じく42～94％である．したがって，特に第一子を出生する前後では，非正

規就業の継続率は，正規就業の継続率と比べて半分以下の水準に留まっていることが指摘

できる．

以上から，出生前の就業形態が正規就業・非正規就業のどちらであっても，第一子を出

生する前後の継続率は第二子を出生する前後の継続率と比べて低いことが示された．なか

でも，第一子を出生する前後における非正規就業の継続率は特に低水準であった．こうし

た出生順位による継続率の相違は，丸山（2001）の分析結果とも合致する．

Ⅳ．就業異動のパターンによる，出生率ならびに出生順位別出生確率の動向

1． 就業を継続した場合と離職した場合における出生率の動向

前節までの分析が示しているように，正規就業および非正規就業のいずれにおいても，

有配偶女性における就業の継続率の水準は同期間に出生したかどうかによって大きく異なっ

ている．ところで，女性の就業と出生はどちらかが一方的に影響を与える関係にあるので

はなく，相互に影響を与え合っていると考えられる（岩澤 2004）．そこで本節では，就業

異動のパターン別に出生率を推定し，時系列変化の動向を探ることとする．なお，前掲参

考表1で示したとおり，就業異動のパターンは，就業の継続ならびに離職が異動のほとん

どを占めていることから，この2つを対象とする．

さて，就業異動のパターン別の出生率による分析を始める前に，国勢調査ならびに人口

動態統計から算出した有配偶出生率と，本稿において就業構造基本調査から推定した有配

偶出生率を比較したい．両者は得られる年次が揃わないために単純な比較は出来ないもの

の，年齢別にみると25歳以上における差はかなり小さい（図1）．このことから，本稿で
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表２ 過去一年間に出生経験がある女性の，一年前の就業形態に

よる出生順位別継続率

出生順位
／年齢

正規就業 非正規就業

1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年

第一子

20-24 0.294 0.369 0.435 0.123 0.136 0.164
25-29 0.509 0.517 0.605 0.174 0.130 0.184
30-34 0.571 0.619 0.694 0.295 0.277 0.231

35-39 0.567 0.676 0.726 0.179 0.335 0.163

第二子

20-24 0.665 0.570 0.452 0.340 0.534 0.336
25-29 0.831 0.762 0.851 0.433 0.543 0.495

30-34 0.798 0.816 0.848 0.338 0.411 0.432
35-39 0.866 0.922 0.926 0.392 0.443 0.592
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推定している有配偶出生

率は，比較的に実態を表

せていると考えられる．

そこで，就業構造基本調

査から推定した，過去一

年間における就業異動の

パターンによる出生率を

表3に示す．

はじめに，正規就業を

継続した場合をみると，

1987～1997年の20歳代を

除く全ての年齢の出生率

は上昇傾向にあるが，とりわけ1997～2007年の上昇幅は他の期間と比べて大きい．一方で

正規就業から離職した場合の出生率は，1987～1997年の25～34歳では低下するが，他の期

間および年齢では2007年まで上昇している．正規就業を継続した場合と離職した場合の出

生率を比較すると，いずれの年次および年齢とも，就業を継続した場合の出生率は離職し

た場合よりも低くなっている．ここで再生産年齢の中でも出生率の高い年齢である25～34

歳についてみると，就業を継続した場合の出生率は離職した場合よりも0.11～0.22下回っ

ている．

次に，非正規就業を継続した場合をみると，1987～1997年の25～29歳を除く年齢では出

生率の上昇がみられるものの，その水準は正規就業を継続した場合と比べ約1／3である．

他方，非正規就業を離職した場合をみると，非正規就業を継続した場合と同様に，1987～

1997年の25～29歳を除く全年齢で出生率が上昇している．特に1997年以降における上昇幅

は，それ以前の上昇幅よりも大きい．非正規就業を継続した場合と離職した場合の出生率

を比較すると，就業を継続した場合の出生率は離職した場合の出生率よりも低く，特に25

～34歳では0.17～0.34下回っている．この差は，正規就業を継続した場合と離職した場合

における出生率の差より

も大きい．

ここで，就業を継続し

た場合と離職した場合の

それぞれについて，正規

就業と非正規就業の出生

率を比較したい．まず，

就業を継続した場合をみ

ると，正規就業を継続し

た場合の出生率は，非正

規就業を継続した場合の
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図１ 人口動態統計等から算出した有配偶出生率と，就業構造

基本調査から推定した有配偶出生率の差分

注：就業構造基本調査より推定された有配偶出生率から，2年前の人口動態統計

および国勢調査報告より算出した有配偶出生率を差し引いた値．

表３ 過去一年間における就業異動のパターン別出生率

就業形態
／年齢

継 続 離 職

1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年

正規就業

20-24 0.118 0.127 0.239 0.268 0.267 0.526
25-29 0.164 0.127 0.175 0.275 0.239 0.321
30-34 0.080 0.093 0.141 0.247 0.234 0.363
35-39 0.016 0.030 0.068 0.081 0.141 0.205

非正規就業

20-24 0.070 0.072 0.132 0.283 0.291 0.474
25-29 0.062 0.053 0.075 0.295 0.258 0.420
30-34 0.019 0.031 0.044 0.193 0.216 0.364
35-39 0.003 0.007 0.013 0.068 0.124 0.170

総務省統計局『就業構造基本調査』の再集計による．



出生率よりも水準が0.01～0.11高いほか，上昇幅も大きい．ところが就業を離職した場合

をみると，正規就業を離職した場合の出生率は，非正規就業を離職した場合の出生率と比

べて20歳代では低いものの，30歳代では逆に高くなる傾向がみられる．さらに，25～34歳

に限定して観察すると，非正規就業を継続した場合の出生率は，正規就業を継続した場合

の24～43％に留まっている．一方，非正規就業を離職した場合の出生率は，正規就業を離

職した場合に対し78～131％である．したがって，就業形態による差は就業を継続した場

合において，より大きいといえる．

以上の分析から，正規就業と非正規就業のいずれにおいても，就業を継続した場合より

離職した場合の出生率が高いことが示された．また，就業を継続した場合は全ての年次で

正規就業の出生率が非正規就業を上回っているが，離職した場合では就業形態による出生

率の差は小さく，非正規就業の出生率が上回るケースもみられた．これらの結果から，就

業形態は特に就業を継続した場合の出生率に影響を与えていることが指摘できる．

2． 就業を継続した場合と離職した場合における，出生順位別出生確率の動向

一般に出生率は，それまでに出生した子どもの数によっても異なることが知られている．

そこで本節では，過去一年間に正規就業または非正規就業を継続した場合および離職した

場合のそれぞれについて，特に一年前までに出生した子どもの数が0人の女性の出生率

（以下，第一子の出生確率という），および出生した子どもの数が1人の女性の出生率（以

下，第二子の出生確率という）の分析を行う．

� 就業異動のパターンによる第一子の出生確率

はじめに，第一子の出生確率を観察したい．出生前の就業形態が正規就業についてみる

と，就業を継続した場合ならびに離職した場合のいずれも，1987～1997年の25～34歳では

低下しているが，それ以外の期間および年齢では2007年まで上昇している（表4）．正規

就業を継続した場合と離職した場合とを比較すると，いずれの年齢も離職した場合の出生

確率は継続した場合と比べて0.1以上高い．

同様に出生前の就業形態が非正規就業であると，就業を継続した場合および離職した場

合における第一子の出生

確率は，1987～1997年で

は25～29歳を中心にどち

らの場合も低下している

が，1997年以降ではほと

んどの年齢で上昇してい

る．出生確率の水準をみ

ると，とりわけ非正規就

業を継続した場合は低く，

25歳以上の出生確率はい

ずれの年次も0.06以下に
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表４ 過去一年間における就業異動のパターン別，第一子の出生確率

就業形態
／年齢

継 続 離 職

1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年

正規就業

20-24 0.116 0.128 0.277 0.284 0.283 0.508
25-29 0.170 0.126 0.190 0.285 0.251 0.329
30-34 0.107 0.102 0.157 0.282 0.229 0.381
35-39 0.023 0.045 0.087 0.198 0.213 0.270

非正規就業

20-24 0.072 0.071 0.126 0.298 0.314 0.494
25-29 0.060 0.039 0.060 0.310 0.273 0.446
30-34 0.045 0.040 0.048 0.212 0.207 0.376
35-39 0.007 0.016 0.010 0.178 0.184 0.242
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留まっている．さらに，非正規就業を継続した場合と離職した場合の出生確率を比較する

と，離職した場合は継続した場合を0.17～0.39上回っている．この差は特に2007年で大き

い．

ここで就業異動のパターンによる第一子の出生確率を，出生前の就業形態により比較し

たい．就業を継続した場合の出生確率をみると，いずれの年次も全年齢で正規就業の出生

確率が非正規就業のそれを上回っている．この就業形態による差は最近になるほど大きく

なっており，2007年の34歳以下では0.1を超えている．一方で，離職した場合の出生確率

をみると，30歳代では正規就業の出生確率が上回っているのに対し，20歳代では逆に，非

正規就業の出生確率が正規就業をわずかながら上回る傾向がある．

以上から，第一子の出生確率は，特に就業を継続した場合において出生前の就業形態に

よる相違の大きいことが示された．この様に，就業を継続する場合において第一子の出生

確率が低くなる背景としては，子を生まないから就業を継続しているパターンと，その逆

に就業を継続したいから子を生まないパターンの両方が考えられる．いずれにせよ，第一

子を生まなければ第二子を持つことは出来ないため，第一子の出生確率が低下することは

有配偶女性全体の出生力を引き下げる大きな要因となりうる．

� 就業異動のパターンによる第二子の出生確率

次に，第二子についてみると，正規就業を継続した場合の出生確率は，1987～1997年の

25～34歳では低下しているが，1997～2007年では20～24歳を除く全年齢で上昇している

（表5）．一方，正規就業を離職した場合における出生確率は，1987～1997年の25～34歳で

は低下しているが，1997～2007年は全年齢で上昇している．

非正規就業を継続した場合の出生確率は，1987～1997年の20～24歳を除いたいずれの年

齢においても上昇傾向である．他方で離職した場合の出生確率は，20歳代では1997年にか

けて一度低下しその後上昇しているが，30歳代では一貫して上昇傾向である．

第二子の出生確率を就業形態により比較すると，就業を継続した場合では，いずれの年

次も全年齢で正規就業の出生確率が非正規就業のそれを上回っている．それに対し離職し

た場合の出生確率は，20～24歳では特に傾向がみられず，30～34歳では正規就業の水準が

上回っているのに対し，

25～29歳および35～39歳

では逆に非正規就業の水

準が上回っている．

以上，第一子および第

二子の出生確率について

行った分析結果をまとめ

ると，次のようになろう．

第一に，第一子と第二子

のいずれにおいても，就

業を継続した場合より離
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表５ 過去一年間における就業異動のパターン別，第二子の出生確率

就業形態
／年齢

継 続 離 職

1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年

正規就業

20-24 0.116 0.130 0.127 0.103 0.151 0.690
25-29 0.207 0.168 0.179 0.258 0.183 0.260
30-34 0.177 0.145 0.200 0.359 0.284 0.407
35-39 0.032 0.059 0.124 0.061 0.089 0.148

非正規就業

20-24 0.079 0.071 0.184 0.208 0.121 0.484
25-29 0.091 0.101 0.138 0.272 0.210 0.409
30-34 0.037 0.054 0.077 0.268 0.275 0.397
35-39 0.005 0.011 0.031 0.077 0.142 0.157
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職した場合の出生確率が高かった．就業を継続した場合では，概して正規就業の出生確率

が非正規就業のそれを上回っているのに対し，離職した場合では就業形態による出生確率

の差はほとんどなかった．そして第二に，第一子と第二子の出生確率を比較すると，大方

において就業を継続した場合では第二子の出生確率が高くなっているのに対し，離職した

場合では逆に第一子の出生確率が高くなっていた．とりわけ非正規就業を継続した場合に

おける第一子の出生確率は，離職した場合と比べてだけでなく，正規就業を継続した場合

と比べても格段に低い水準であることが明らかになった．

Ⅴ．まとめ

本稿は，特に出生前後における就業異動に着目し，出生の有無および就業形態による就

業異動率のほか，就業異動のパターンによる出生率について人口学的な分析を行った．

就業形態別の分析から，正規就業では出生率および出生前後の継続率がともに上昇して

いたが，非正規就業では就業を継続した場合の出生率ならびに出生前後の継続率は現在ま

で低水準に留まっていることが明らかになった．また，出生順位別の分析から，特に第一

子の出生に関する継続率ならびに出生確率は，相対的にも絶対的にも低い水準であること

が示された．以上の結果から，正規就業の場合は就業と出産の両立支援がある程度進んで

いるものの，非正規就業の場合は就業と出産の両立支援があまり進んでいないように思わ

れる．

有配偶女性に占める正規就業の割合が1987年から2007年までほとんど変化していない中

で，出生前後における正規就業の継続率および出生率が上昇していることは，有配偶女性

の出生率を上昇させる要因となりうる．その一方で，近年では有配偶女性に占める非正規

就業の割合が上昇しており，これにともなって非正規就業を継続する割合も上昇している．

非正規就業を継続する人の割合が今後も上昇していくとすると，現在のように非正規就業

を継続した場合における第一子の出生確率が低水準に留まれば，有配偶女性の出生率がさ

らに低下する可能性もある．

（2012年2月13日査読終了）

※ 本稿は，厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研究事業）『家族・労働政策等の少子化対

策が結婚・出生行動に及ぼす効果に関する総合的研究』（研究代表者：高橋重郷）における研究成

果の一部であり，別府（2011）を加筆・修正したものである．
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参考表１ 過去一年間における出生経験の有無別，一年前の就業形態による有配偶女性の

就業異動のパターン別割合 （％）

就業形態
／年齢

総 数 継 続 離 職 その他１）

1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年 1987年 1997年 2007年

過去一年間に出生経験あり
総数
20-24 100.0 100.0 100.0 67.6 67.0 64.1 28.6 27.9 32.1 3.9 5.0 3.8

25-29 100.0 100.0 100.0 82.3 78.1 74.0 14.9 19.4 23.7 2.8 2.5 2.3
30-34 100.0 100.0 100.0 88.8 85.0 80.7 9.3 12.1 16.8 1.9 2.9 2.5
35-39 100.0 100.0 100.0 87.8 85.1 84.7 10.6 12.7 13.5 1.6 2.2 1.8

正規就業
20-24 30.0 26.0 20.9 9.8 10.0 9.3 19.4 15.4 11.3 0.7 0.6 0.4
25-29 26.3 25.7 26.8 16.2 14.5 17.4 9.5 10.8 9.0 0.5 0.4 0.3
30-34 20.4 21.3 25.5 15.4 15.1 19.5 4.8 5.8 5.7 0.2 0.4 0.3
35-39 17.8 22.3 25.8 13.8 17.3 21.7 3.9 4.9 4.0 0.2 0.2 0.0
非正規就業
20-24 10.2 14.5 25.8 1.5 2.6 5.7 8.5 11.5 20.0 0.2 0.4 0.1
25-29 6.3 10.9 20.4 1.6 2.6 6.1 4.4 8.0 14.2 0.3 0.3 0.1
30-34 5.0 8.9 16.7 1.6 3.2 5.6 3.2 5.5 10.7 0.2 0.2 0.4
35-39 7.3 11.0 15.0 2.2 4.2 6.0 5.0 6.6 8.8 0.1 0.2 0.2
その他の就業
20-24 5.5 3.0 1.2 4.8 1.9 0.4 0.7 1.1 0.8 0.1 0.0 0.0
25-29 6.6 3.5 1.8 5.6 3.0 1.4 1.0 0.5 0.5 0.0 0.0 0.0
30-34 10.1 6.0 2.8 8.9 5.2 2.5 1.2 0.8 0.4 0.0 0.0 0.0
35-39 14.8 8.8 4.1 13.1 7.5 3.3 1.7 1.2 0.7 0.0 0.0 0.1
無業
20-24 54.4 56.5 52.1 51.5 52.5 48.7 … … … 2.9 4.0 3.4
25-29 60.8 59.8 51.0 58.8 58.1 49.1 … … … 2.0 1.7 1.9
30-34 64.5 63.8 54.9 63.0 61.5 53.1 … … … 1.5 2.3 1.8
35-39 60.0 57.9 55.1 58.7 56.1 53.7 … … … 1.3 1.8 1.4
過去一年間に出生経験なし
総数
20-24 100.0 100.0 100.0 67.1 67.0 71.6 21.6 19.1 14.8 11.4 14.0 13.6
25-29 100.0 100.0 100.0 82.9 77.8 77.7 9.2 11.7 10.4 7.9 10.4 11.8
30-34 100.0 100.0 100.0 89.0 85.3 86.3 3.6 5.2 5.0 7.4 9.4 8.7
35-39 100.0 100.0 100.0 89.7 88.5 88.3 3.0 2.9 3.8 7.4 8.6 8.0
正規就業
20-24 38.9 33.3 19.1 21.0 19.3 13.3 14.6 11.0 4.7 3.4 3.0 1.1
25-29 26.8 29.5 28.3 19.5 21.2 21.5 6.0 6.5 5.0 1.3 1.8 1.7
30-34 19.9 21.0 22.6 17.7 17.8 20.1 1.6 2.3 1.7 0.7 0.9 0.7
35-39 19.3 21.1 19.7 17.7 19.1 18.3 1.0 1.0 1.0 0.7 1.0 0.4
非正規就業
20-24 13.4 18.3 27.5 6.2 9.8 16.9 6.3 7.6 9.9 0.8 0.9 0.6
25-29 9.4 15.4 25.4 6.4 10.2 19.6 2.6 4.7 5.2 0.4 0.5 0.6
30-34 10.6 15.5 24.7 8.8 12.6 20.9 1.4 2.5 3.2 0.3 0.4 0.6
35-39 17.4 21.8 30.2 15.5 19.8 27.1 1.5 1.6 2.6 0.4 0.5 0.5
その他の就業
20-24 4.5 2.5 1.2 3.5 1.9 1.0 0.7 0.5 0.2 0.3 0.1 0.1
25-29 7.5 4.0 2.4 6.7 3.3 2.0 0.6 0.5 0.2 0.2 0.2 0.1
30-34 13.6 7.6 4.3 12.6 7.0 4.0 0.6 0.4 0.1 0.4 0.2 0.1
35-39 18.8 12.0 6.0 17.9 11.4 5.6 0.5 0.3 0.2 0.4 0.2 0.2
無業

20-24 43.2 46.0 52.2 36.4 36.0 40.5 … … … 6.8 9.9 11.7
25-29 56.2 51.1 44.0 50.2 43.2 34.6 … … … 6.0 7.9 9.4
30-34 55.9 55.8 48.5 49.9 47.9 41.2 … … … 6.0 7.9 7.3
35-39 44.4 45.1 44.2 38.6 38.2 37.3 … … … 5.8 6.9 6.8

総務省統計局『就業構造基本調査』の再集計による．
1）ある就業形態から他の就業形態への異動，ならびに無業からいずれかの就業形態への異動．
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Ademographicanalysisonfertilityandemploymentcontinuationof
marriedwomeninJapan

MotomiBEPPU

Theauthorconsidersthatthewayofworkingofwomenandgivingbirthareaffectednotonly

byprenatalemploymentstatusbutalsobyemploymentcontinuationorinterruption.Therefore,

thisstudyconductsdemographicanalysiswithmarriedwomenbyemploymentstatusbefore

childbirthafterthe1980stoclarify(1)employmentcontinuationratesofwomenwhogivebirth

andnotduringthepastoneyearand(2)thefertilityratesofwomenwhokeeponworkingandquit.

Throughthisstudy,wegettheresultsasfollows.Theemploymentcontinuationrateofwomen

whogivebirthismuchlowerthanthatofwomenwhodonotgivebirth.Amongwomengiving

birthinthepastoneyear,thecontinuationrateofnon-regularemploymentisashalfasthatofthe

regularemployment.Fromtheviewpointofbirthorder,theemploymentcontinuationrateof

womengivingfirstbirthtochildislowerthanwomengivingthesecondregardlessofregularor

non-regularemployment.Andwecanalsopointoutthatthelevelofcontinuationrateisverylow

incaseofnon-regularemployment.Theanalysisoffertilityofwomenwhokeeponworkingand

quitshowedthatthefertilitylevelofthosewhoquittheirworkishigherthanthatofthosewho

keeponworking,regardlessofwhethertheyareregularornon-regularemployee.

Incaseofwomenwhokeeponworking,thefertilityofregularemployeeishigherthanthatof

non-regularemployee.However,incaseofwomenwhoquittheirwork,thedifferenceoffertility

ratesbetweenregularemployeeandnon-regularemployeeissmallorobscure.Generally,both

employmentcontinuationrateandfertilityrateremainatalowlevelonfirstbirth.

Itcanbesaidthattheprogressofsupporttoregularemployeewithcaringtheirchildrenhasbeen

madetoacertaindegree.Meanwhile,theanalysisonnon-regularemployeealsoindicatesthat

supporttothemhasnotprogressedobviously.Iftheshareofmarriedwomenwhoarenon-regular

employeeincreaseswithlowfertilityoftheirfirstbirth,thefertilityofthewholemarriedwomen

wouldpossiblybecomelower.


